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居住支援法人の活動事例 社会福祉法人岸和田市社会福祉協議会

■設立年月日 昭和25年10月
■法人所在地 岸和田市
■支援エリア 岸和田市

■居住支援に係る体制 入居支援業務 常勤３名
生活支援業務 常勤２名
（いずれも他事業と兼務）

■対象者 全ての住宅確保要配慮者

○社会福祉法に基づき設置されている民間の社会福祉活動を推進することを目的としない民間組織
（社会福祉協議会）として活動
○地域に暮らす市民（民生委員・児童委員、社会福祉法人・福祉施設等の社会福祉関係者、保険・医療・
教育などの関係機関、民間企業など）の参加・協力のもと、地域の人々が住み慣れたまちで安心して
生活することのできる「福祉のまちづくり」の実現を目指す

○平成29年12月 居住支援法人指定（大阪府）、令和元年８月 岸和田市居住支援協議会を設立

特徴

主な活動内容

１．入居前支援

○相談窓口やメールによる相談フォームによる相談対応
○住まい探し相談会の実施（月１回）
○協力不動産店と連携し、不動産店への同行や家賃債務保証、
契約手続き支援

○家賃債務保証会社に対して緊急連絡先の提供（家賃滞納・
近隣からの苦情・死亡時等の対応）

２．入居後支援

○定期的、随時の訪問等による見守り
○生活相談や緊急・トラブル発生時の駆け付け対応
○就労支援、生活指導、弁護士相談

３．死亡時・退去時支援

○相続人との連絡調整、相続放棄等の手続き支援
○死後事務委任、残置物処分、家財・遺品の整理や処分

今後の活動方針

○高齢（認知症）や障がいにより入居後の継続した支援を
行えるよう、サブリース物件への入居支援を推進

○岸和田市、協力不動産店と連携し、セミナーの開催、
空き家・空き室の活用検討を行うなど、岸和田市域での
居住支援ネットワーク及び入居から地域定着まで
一体的に支援する居住支援スキームの構築

PR

住まい探しの相談・入居契約のサポート・
福祉サービスの利用援助などの支援を行います！

構成員・連携先

岸和田市（住宅政策課、生活福祉課、福祉政策課）
協力不動産店（株式会社大起、株式会社WAOWAO-create）、
家賃債務保証会社（ナップ賃貸保証株式会社）
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２
特定非営利活動法人 西成チャイルド・ケア・センター HPより

特定非営利活動法人西成チャイルド・ケア・センター 事例紹介②-1



３特定非営利活動法人 西成チャイルド・ケア・センター HPより

特定非営利活動法人西成チャイルド・ケア・センター 事例紹介②-2



追手門学院大学 葛西リサ准教授 提供資料
４

セクシャルマイノリティの住宅問題に関する調査結果 事例紹介③



居住支援法人の活動事例 Rennovater株式会社

■設立年月日 平成30年5月
■法人所在地 京都府京田辺市
■支援エリア 主に北河内エリア及びその周辺

■居住支援に係る体制 ６名
■対象者 全ての住宅確保要配慮者

○自社で空き家や築古物件を安価に購入・リノベーションし、手の届きやすい低価格な家賃で
住宅困窮者へ提供。

○物件購入に必要な資金は、個人の投資家や金融機関からの出資や貸付で賄っている。
○住宅確保困難者の居住問題や空き家問題という深刻な社会問題の解決を、民間資金のみで実現。

特徴

主な活動内容

１．入居前支援

○自社所有の物件に加え、他オーナー所有の物件情報も提供
○希望に合う物件がない場合、入居希望者のニーズに合う物件を
自社で購入・賃貸することも可能

○自社で物件の購入からリノベーションまでを実施することで、
低価格な家賃で住宅困窮者へ物件を提供

○社会的な属性を理由に入居を拒むことはなく、保証人も不要
○居住相談

２．入居後支援

○住まいに関するニーズのヒアリングを行い、対応可能な範囲で
自社サービス（修繕等）を提供

○就労意欲の高い入居者へは、就労の斡旋も実施
○ひとり親世帯に対する現金積立給付を行い、経済的支援や
金融リテラシーの向上等を図る

○生活相談

３．死亡時・退去時支援

○残置物処分、原状回復工事、孤独死保険加入事務支援等

今後の活動方針

○見守りサービスや買い物代行サービスの提供を検討
○NPO等と連携して、入居者に生活・自立支援向けの
サービス提供を検討

事業スキーム

事業を通じて
社会問題を解決する
「三方よし」の
ビジネスモデル

行政・自治体 公費なしの社会問題の解決

地域の活性化地域社会

こころ安らげる良質な住まい住宅困窮者
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居住支援法人の活動事例 特定非営利活動法人空き家サポートセンター

■設立年月日 平成29年3月
■法人所在地 豊能郡
■支援エリア 主に豊中市及び豊能郡

■居住支援に係る体制 17名（令和3年5月現在）
■対象者 高齢者、障がい者、

子育て世帯、生活困窮者等

○空き家問題をはじめとした居住に関する各種課題を、セミナ－・各種相談会等で普及啓発し、
アンハッピィ弱者の全廃を目指す。

○所属する、行政書士、税理士、司法書士、弁護士、社会保険労務士等による要配慮者に対する
ワンストップ支援に徹する。

○家賃債務保証団体及び警備保障会社と連携し、要配慮者に対して安心・安全で質の高い日常生活を提供する。
○空き家・空き室の賃貸・売買・サブリース及び空き家の管理支援など社会に貢献しうる
セーフティネットを構築する。

特徴

主な活動内容

１．入居前支援

○豊中市と連携して随時の相談受及び定例相談会により入居相談受に対応する
機動性重視の支援

○相談該当地区の不動産会社と連携し、物件情報を提供するとともに
不動産会社への同行、物件の検討・選定、契約手続きのアドバイス等を実施

２．入居後支援

○所属する有資格者による困りごと対応及び各種トラブル解消に徹する
○ALSOKと連携して定期連絡と訪問により、
各種生活相談、健康・医療面支援等の全方位支援を実施

○家賃債務保証業者である(一財)高齢者住宅財団と連携し、
家賃債務保証制度を活用した住居支援を実施

○入居者が地域のコミュニティ活動に参加できる環境づくりを継続支援する

３．死亡時・退去時支援

○入居前に締結した生前・死後事務委任契約に基づき誰もが納得できる支援に徹する
○所属する有資格者による関係機関への各種届出業務及び
遺品整理士・墓じまい士によるエンド支援を行う

事例紹介⑤

実績（H29.3～R3.4）

○豊中市市民活動情報サロンでの
セミナ－61回、
生活相談件数約400件

（相続、遺言、登記、税金等を含む）
○大阪府内の行政に対して
「まちづくりと空き家問題」、
「地域密着型居住支援協議会の設立」
などの提言を実施している。

PR

所属する行政書士、司法書士、
税理士、土地家屋調査士、
弁護士、社会保険労務士等が、
いかなる困りごとにも対応する
ワンストップサポートを行います！
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